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１．我が国宇宙産業の現状

①我が国宇宙機器産業の売上高

宇宙機器産業合計 ３，３６２億円（２００２年度）
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輸送系（ロケット等） ８２４億円

衛星系 ミッション機器 ３２１億円

システム・バス ９７７億円

地上設備 ６７６億円

その他 ５６４億円

[SJAC]
１



②日米欧の宇宙機器産業売上高の比較（２００１年度）
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○我が国宇宙機器産業の規模は、米国の約１／１０、欧州の約１／２程度の規模に止まっている。

米国：AIA 「Aerospace Facts & Figures 2002/2003」（ミサイルを含む）

B$

欧州：Eurospace 「Fact & Figures 2003/March」

日本：SJAC 為替換算１ユーロ＝１.１US＄ １US＄＝120円 ２



③我が国宇宙機器産業の売上高、輸出入額の推移

○近年、減少傾向が続く宇宙産業の売上高は３，３６２億円（２００２年度）。

○国内での売上げに占める政府関係調達の占める割合は２／３程度で推移。

○トランスポンダ、衛星構体パネルなど一部コンポーネントは輸出競争力を獲得。世界的な衛星
需要停滞のあおりを受けて輸出が急減し、輸入超過の状況が続く。
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主要輸出品：トランスポンダ、衛星構体パネル等

主要輸入品：高信頼性部品、固体補助ロケット等
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宇宙産業は、ロケットや衛星の製造を行う宇宙機器産業を頂点に、宇宙機器を利用して
サービスを提供する宇宙利用産業、更にはそれらのユーザーとなる産業群等大きな裾野
の広がりを有する産業である。

宇宙機器産業

宇宙利用（ｻｰﾋﾞｽ）産業

宇宙産業が提供するｻｰﾋﾞｽの利用者

宇
宙
産
業

ロケット、衛星、宇宙基地、
地上局等

衛星通信、ﾘﾓｾﾝﾃﾞｰﾀ提供、
測位ｻｰﾋﾞｽ、宇宙環境利用等

通信、放送、交通、
資源開発、環境観測、
気象観測、農林業、漁業、
国土開発等

宇宙関連民生
機器産業

カーナビ
ＢＳ・ＣＳチューナ

１．４兆円

④我が国宇宙産業の裾野の広がり

（裾野を含めた我が

国宇宙産業の規模）

（０．４兆円）

（０．５兆円）

（０．５兆円）

４

（２００１年度）



２．世界の宇宙産業
（１）市場規模

・２００２年の市場規模*は約＄８７Ｂ（約９兆円）。１９９６年からの平均成長率は１５％／年。

・衛星利用サービスの急成長が市場を牽引。

・衛星製造、打ち上げサービス（ロケット製造を含む）はそれぞれ微増、マイナス成長。

１ａ．衛星製造

１ｂ．打上げサービス（ロケット製造を含む）

２． 衛星利用サービス（通信、放送、リモセンなど）

３． 地上局、端末など

宇宙機器産業：１ａ、１ｂ（及び３の地上局）

宇宙利用産業：２

宇宙関連民生機器産業：３（除く地上局）
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２．　衛星利用サービス

１a．衛星製造

１b．打上げサービス

$86.8B

宇宙産業の市場規模（＝主契約者売上高）

注：

*市場規模＝実用のみ。有人（国際宇宙ステーション、スペースシャトル）、政府
による研究開発・試験・評価（所謂ＲＤＴ＆Ｅ、技術開発、宇宙科学)などは含ま
れない。

出展：Satellite Industry Association “Satellite Industry Statistics(2003)”
５



（２）欧米における企業統合

宇宙が本格的な産業利用の時代に突入している中、欧米における政府予算の削減や民需を中心と
した国際競争の激化に対応するべく、欧米企業は企業統合を進めている。

２００３年７月
連邦破産法申請

６



（３）宇宙関連企業の売上高比較

宇宙関連の売上高を見ると、ボーイング、ヒューズ・エレクトロニスク、ロッキードマーチン等のトッ
プ企業に大きく水をあけられている。

＜宇宙関連企業売上高（２００２年）＞

宇宙関連売上高 全体売上高
（百万ドル） （百万ドル）

1 ボーイング 米 11,000 54,069 20.3

2 ヒューズ・エレクトロニクス※ 米 9,172 16,397 55.9

3 ロッキード・マーチン 米 7,500 26,578 28.2

4 エコスター・コミュニケーションズ※ 米 4,718 9,250 51.0

5 レイセオン 米 3,122 16,800 18.6

6 ノースロップ・グラマン 米 2,672 19,300 13.8

7 EADS（Euro. Aeronauti c Defence&Space） 蘭 2,323 2,323 100.0

8 アリアンスペース 仏 1,530 1,530 100.0

9 ＳＥＳ　Ｇｌｏｂａｌ（ＳＥＳグローバル）※ ルクセンブルグ 1,410 8,395 16.8

10 アルカテル・スペース 仏 1,363 1,363 100.0

14 三菱電機 日 835 30,706 2.7

18 オービタル・サイエンス 米 552 552 100.0

20 アレニア・スパツィオ・ＳｐＡ 伊 525 525 100.0

28 ＮＥＣ東芝スペースシステム 日 400 400 100.0

29 ＪＳＡＴ※ 日 381 381 100.0

31 三菱重工 日 352 23,867 1.5

36 Ｓｐａｃｅ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ　Ｃｏｒｐ　（宇宙通信）※ 日 200 200 100.0

43 石川島播磨重工 日 122 5,797 2.1

※衛星オペレータ [Space News, 2003]

順位 会社名 国籍
全体売上高に対する宇宙関

連売上高の比率（％）
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（４）海外のロケット・衛星打上実績

○我が国は未だ商業ベースのロケット打上げの経験がない。

○また、人工衛星の打上げ個数も米欧露と比較して少なく、十分な宇宙実証機会に恵まれていない。

各国の衛星打ち上げ機数商業ベースのロケット打ち上げ回数

（所有者国籍ベース、１９９８－２００２）（１９９８年～２００２年）
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Ｃｏｍｍｅｒｃｉａｌ
４２％

Ｍｉｌｉｔａｒｙ
２０％

Ｃｉｖｉｌ
３８％

ロケット打上実績
（１９９８－２００２ ３４３機）

Arianespace（仏）
４４機／３１％

Boeing（米）
１８機／１２％

その他
１７機／１２％

（1998-2002  １３２機）（1998-2002 １４４機）

（５）ロケット市場の概況

Arianespace（仏）
５機／４％

Lockheed Marｔin（米）
５機／４％

Ｋｈｌｕｎｉｃｈｅｖ（露）
７機／５％

宇宙航空研究開発機構（日本）
５機／４％

Lockheed Martin（米）
１６機／１１％ [CSP Japan]

９

Starsem
（仏・露）
７機／５％

China Great Wall Industry
Corporation（中国）
５機／３％

Ｋｈｌｕｎｉｃｈｅｖ（露）
２３機／１６％

Orbital Sciences(米）
７機／５％

Orbital Sciences(米）
７機／５％

Boeing（米）
１５機／１１％

Starsem（仏・露）
３３機／２５％

その他
４０機／３１％

Sea Launch（米）
７機／５％

China Great Wall Industry
Corporation（中国）
１５機／１１％



（６）衛星市場の概況

商業静止通信衛星の推定バックログに基づいた主契約者の市場シェア（2001）

Space Systems/Loral（米）
21機/25.9億ドル 22.3％

Boeing Satellite Systems（米）
28機/37.6億ドル 32.3%

Lockheed Martin Commercial Space Systems（米）
12機/16.2億ドル 13.9%

Orbital Sciences Corp（米）
4機/2.4億ドル 2.1％

Alcatel Space（仏）
16機/15.4億ドル 13.3％

Astrium（蘭）
7機/11.8億ドル 10.1％

Alenia AeroSpazio（伊）
1機/6200万ドル 0.5％

Indian Space ResearchOrganization（印）
2機/6000万ドル 0.5％

NPO Prikladnoy Mekhaniki（ 露）
1機/6000万ドル 0.5％

RKK Energia（露）
2機/8000万ドル 0.7％

(Euroconsult 2002.1)

GKNPTs Khlunichev（露）
２機/6000万ドル 0.5％

Israel Aircraft Industries（イ）
1機/8000万ドル 0.7％

三菱電機（日本）
2機/3億ドル 2.6％
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３．米国、欧州の産業化支援政策

（１）米国の産業化支援政策

安全保障・外交の権益確保、科学技術力向上、経済的競争力確保の
道具として、宇宙利用を国家政策として位置付け。（１９５８年以降）
国家政策としての宇宙利用を推進した結果として、強大な宇宙産業群

が誕生。

①宇宙産業能力維持支援
・実証実験（実証機打上げ、実証運用など）までのコスト・リスク負担
・国防省による軍事衛星、打上げロケットのまとめ発注
・研究開発資金援助

②宇宙産業拡大支援

・付加価値税免除等
・ロケット発射場（軍事施設）、大型試験設備等のインフラ整備
・リモートセンシングデータの民間からの購入促進
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（２）欧州の産業化支援政策

「欧州の自律性」の確保のため、対米依存軽減の観点から戦略的
産業として育成。（２００３年欧州宇宙白書）

○ＥＳＡ（欧州宇宙機関）による国内産業育成
各国は、ＥＳＡに拠出を行い、ＥＳＡは事業を拠出国企業と契約。

○ＧＡＬＩＬＥＯプロジェクトの推進
２００７年までに３０機の測位衛星を打ち上げる予定。
総開発費、約３３億ユーロ。

○ロシア企業との協力による安価なロケット打ち上げ事業の開始
Ｓｏｙｕｚ、Ｒｏｃｋｏｔ

欧州各国は、ロシアとの相互免税協定を締結。

○ロケット発射場等のインフラ整備
フランス領ギアナの発射施設は、ＣＮＥＳ（フランス国立宇宙研究
センター）が整備。

１２



４．宇宙ビジネスの動向

（１）ロケット関係

①Ｈ－ⅡＡロケットの民間移管
我が国の基幹ロケットであるＨ－ⅡＡが、三菱重工業㈱に移管され
ることが決定。平成１７年度に移管予定。

②ＧＸロケットの開発本格化
平成１５年３月の宇宙開発委員会において、開発段階への移行を
承認。平成１７年度末の１号機打上げを目指し開発が本格化。

③三菱重工業とアリアンスペース、ボーイングの国際協業
三菱重工業は、平成１５年７月、アリアンスペース、ボーイングとともに、
商業衛星打ち上げサービスのバックアップ協力を行うことを発表。

１３



（２）衛星関係

①準天頂衛星システム事業の推進
準天頂衛星システム事業推進のための企画会社が平成１４年１１
月に設立。関係４省の協力の下、平成２１年度における本格運用を目
指して事業を推進中。

②ＷＩＮＤＳ（超高速インターネット衛星）
超高速インターネット衛星事業推進のための企画会社が平成１５年
８月に設立。平成１８年度打上げ予定のＷＩＮＤＳ衛星の技術を用いて、

平成１９年より事業開始予定。

③国際受注衛星の打上げ
我が国で初めて国際受注した衛星（ＯＰＴＵＳ）を平成１５年６月に
打上げ。また、来年には、ＭＴＳＡＴ－２号（国際受注）を打上げ予定。

④ＳＥＲＶＩＳ（宇宙環境信頼性実証衛星）の開発
民生部品の宇宙環境における信頼性を実証するための衛星を平成
１５年１０月に打上げ。平成１８年度には第２号機を打上げ予定。

１４



（３）宇宙利用関係

①モバイル放送
携帯テレビで衛星放送を楽しめるモバイル放送事業が、本年中に日韓
両国において開始予定。

②ＵＳＥＲＳの打上げ・回収
無人宇宙実験システム（ＵＳＥＲＳ）が平成１４年９月に打上げられ、無
重力空間における超電導材料製造実験を行った後、平成１５年５月に帰
還、回収された。
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１６

５．産業構造審議会宇宙産業化ＷＧにおける検討状況
（宇宙産業化に向けた課題）

○ロケット、人工衛星それぞれの分野における実証段階までの技術開発
支援及び速やかな技術移転。
「開発は官、実用化は民」 （例） Ｈ－ⅡＡロケット、ＧＸロケット

準天頂衛星システム、ＷＩＮＤＳ

○ロケット発射場、大型試験研究施設等のインフラ整備

○宇宙利用の促進
・測位 ：準天頂衛星システム等
・地上情報：リモートセンシング（含：情報収集衛星）
・通信 ：防災、安全

○民間ビジネス支援
・税制
・低利融資
・貿易金融、貿易保険による支援
・政府首脳による海外への売り込み支援
・法的環境整備

（１）政府の基本的役割

〔座長：久保田東京大学名誉教授〕



（２）ロケットビジネス支援のための課題
三菱重工業㈱のＨ－ⅡＡロケット打上げサービス開始（平成１７年度）、
ＧＸロケットの商業打上げサービス開始（平成２０年度頃）に向け、産業化
の促進のために以下の課題。

（国内） （海外）

打上げサービス事業者 打上げサービス事業者

国内顧客（衛星運用会
社、衛星ﾒｰｶ)

海外顧客(衛星運用会
社、衛星ﾒｰｶ)

：ｻｰﾋﾞｽ提供

（凡例）

：対価 １０５

（要消費税）

：対価 １００

（消費税等不要）

対価（＋消費税）
で不利

①税制
・ロケット打上げサービスに対する付加価値税の免税措置

・人工衛星及び部品に対する付加価値税の免税措置

国内顧客(衛星運用会社等)

衛星

宇宙空間

国内

海外

税関

衛星

輸入消費税 還付

打
上
げ
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②ロケット発射場整備

・打上げ時期の制約緩和

・輸送機の発着可能な空港整備
現在、行われている船舶輸送では、積み替え時のリスクがあり、外国
顧客獲得のために大きなハンディ。

・打上げ施設整備

③政府衛星の打上げ保障

通常の打上げ期間（ １月１日～２月２８日の５９日間及び７月２２日～９月３０日の７１日間の計１３０日間）

特別の事情による打上げ期間（６月２６日～７月１５日・１１月～１２月のうちの６０日間）

打
上
げ
期
間

４月 ５月 ６月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

７／２２～９／３０の
７１日間

７月１月 ２月 ３月

１／１～２／２８の
５９日間

１８



（３）人工衛星ビジネス支援のための課題

①共通衛星バスの作成
商業衛星の受注のためには、共通衛星バスの保有が前提。
低軌道用の衛星バスについては、ＳＥＲＶＩＳ１号機、２号機のシリーズに
より開発。静止衛星用の衛星バス作りのため、研究開発衛星の発注に当

たっての配慮が待たれる。

②民生用部品の活用
我が国が得意とする民生用部品から宇宙用部品への転用促進。

③衛星ＣＡＬＳの構築
衛星開発において、関係企業間の宇宙部品情報、衛星設計情報の共
有を電子的に行うことにより、開発期間の短期化、低コスト化を促進。

④研究開発が終了した衛星の払い下げ
軌道上において実験を終了した研究開発衛星の民間への払い下げに
よる有効利用。
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